
公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律及び
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律の概要

１．趣 旨

○ 新学習指導要領の本格実施や、いじめ等の学校教育上の課題に適切に対応ができるよう、３５人以
下学級について、公立小学校第１学年の学級編制の標準を見直す。また、市町村教育委員会が地域
や学校の実情に応じ、学級を柔軟に編制することができるよう、都道府県教育委員会の関与を見直す。

（１）35人以下学級の推進
○ 小学校１年生の学級編制の標準を現行の40人から35人に引き下げる。［義務標準法第３条関係］

（２）市町村が地域や学校の実情に応じ、柔軟に学級を編制できるような仕組みの構築
○ 市町村教育委員会が地域や学校の実情に応じ、学級を編制する際：

－都道府県教育委員会が定める学級規模の「基準」について、市町村教育委員会が「従うべき」とされ
ている拘束性を緩め、「標準」としての基準とするとともに、学級編制を行うに当たり、当該学校の児
童又は生徒の実態を考慮することを明記。［義務標準法第４条関係］

－市町村教育委員会が都道府県教育委員会に協議し、その同意が必要な仕組みを改め、事後届出
制とする。［義務標準法第５条関係］

※国は学級編制の標準を基礎とした教職員定数（標準定数）について国庫負担
※都道府県は教職員の給与費を負担し、その定数を決定（県費負担教職員） 変更なし

【学級編制の権限に係る見直しのイメージ】
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２．概 要

○ 政府は、学級編制の標準を順次改定すること等について検討を行い、その結果に基づき、法制上その
他の必要な措置を講ずることとし、当該措置を講ずるに当たっては、これに必要な安定した財源の確保
に努める。［改正法附則第２項・第３項関係］

○ 学級編制の標準の設定

○ 都道府県教委の定める
基準に従い学級を編制

○ 市町村教委が地域や学校
の実情に応じ、より柔軟に
学級を編制

（参考）

○ 学級編制に関する市町村教委の主体性を教員定数配分の観点からも担保
－都道府県教委が県費負担教職員の市町村別の学校の種類ごとの定数を定める場合の勘案事項と

して、「当該市町村における児童又は生徒の実態、当該市町村が設置する学校の学級編制に係る
事情等」を明記［地教行法第４１条関係］

－都道府県教委に対し、市町村教委の意見を十分に尊重することを義務付け［地教行法第４１条関係］



（４）その他
① 公立の義務教育諸学校の学級編制並びに教職員の任免等及び定数の在り方について検討。［改
正法附則第４項関係］

② 市町村教委が公立の義務教育諸学校の学級編制を行うに当たり、当該学校の児童又は生徒の実
態を考慮して、この法律による改正後の小学校１年生の学級に係る１学級の児童数に関して都道府県
の教育委員会が定めた基準によらないこととした特段の事情がある場合には、 都道府県の教育委
員会は、教職員定数に関し、教育上特別の配慮をすることができる。［改正法附則第５項関係］

③ 東北地方太平洋沖地震により被害を受けた地域の学校及び被災児童又は生徒の転学先の学校に
おいて、被災児童又は生徒の学習支援や心のケアを行うため、国及び都道府県教育委員会は、教職
員定数に関する特別の措置を講ずる。［改正法附則第６項関係］

３．施行期日

公布の日。ただし、２（２）に関する規定は平成２４年４月１日。

（３）教職員定数に関する加配事由の追加等［義務標準法第７条及び第１５条関係］

① 教職員定数の加配措置に係る数については、公立の義務教育諸学校の校長及び当該学校を設置
する地方公共団体の教育委員会の意向を踏まえ、必要かつ十分なものとなるよう努める。

② 加配事由を拡大し、以下を明記
・小学校において専門的な知識又は技能に係る教科等に関し専門的な指導が行われる場合
・障害のある児童生徒に対する特別の指導が行われていることその他障害のある児童生徒に対する
指導体制の整備を行うことについて特別の配慮を必要とする事情

＜学級編制の標準＞
小1 ： ３５人

小２～中３ ： ４０人
（義務標準法第３条）

学級編制 教職員定数 給与負担 国庫負担

国の標準に基づき都道府
県教委が基準を設定（義
務標準法第３条）

都道府県教委の基準を標
準として市町村教委が児
童生徒の実態を考慮して
学級を編制（義務標準法
第４条）

都道府県教委の定める学
級編制基準による学級数
に基づき、当該都道府県
の教職員定数の標準を算
定。これに基づき、都道府
県が県費負担教職員の
定数（都道府県ごとの総
数）を決定（義務標準法第
６条、地教行法第４１条）

都道府県教委が市町村に
おける児童生徒の実態や
市町村立学校の学級編制
に係る事情等を勘案して、
市町村別の学校の種類毎
の定数を決定。この場合、
都道府県教委は市町村教
委の意見を十分に尊重。
（地教行法第４１条）

都道府県の定数に
基づき配置される教
職員の給与を当該
都道府県が負担
（市町村立学校職員
給与負担法第１条）

国の学級編制の標準
に基づく教職員定数
の給与の１／３を国
が負担（残りの２／３
は地方交付税措置）
（義務教育費国庫負
担法）

義務教育費国庫負
担金の算定基準と
しての性格

法的効力を有する
学級規模に関する
基準

【参考】学級編制の標準に
係る法的効果



小学校１年生の３５人以下学級の実現に必要な4,000人の教職員定数を措置するため、純増300人を
含む2,300人の定数改善を行う。

※ 既に地方自治体において少人数学級に使われている加配定数1,700人分を活用。
※ 少人数指導や通級指導などを実施するための加配定数は引き続き維持。

義務教育費国庫負担金については、以下の基本的な方針に沿って扱うものとする。

１．小学校1年生の35人以下学級を実現する（4,000人の教職員定数を措置）。
２．具体的には、300人の純増を含む2,300人の定数改善を行うとともに、加配定数の一部（1,700人）を

活用する。
３．35人以下学級については、小学校1年生について、義務標準法の改正により措置することとし、次期

通常国会に法案を提出すべく、早期に改正案の具体化を進める。
４．平成24年度以降の教職員定数の改善については、学校教育を取り巻く状況や国・地方の財政状況等

を勘案しつつ、引き続き、来年以降の予算編成において検討する。

22年度 23年度

64万人
基礎定数
（児童生徒数

見合い）

6万人加配定数
▲1,700人

▲2,000人 児童生徒数の減に伴う自然減

加配定数から基礎定数
への振替え

1,700人

2,300人 定数改善2,300人

4,000人の基礎定数措置

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律及び地方
教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律に係る参考資料

○憲法の要請に基づき、義務教育の根幹（機会均等、水準確保、無償制）を国が責任をもって支える制度。
・市町村が小中学校を設置・運営。
・都道府県が教職員を任命し、給与を負担（２／３負担）
・国は教職員給与費（※）の１／３を負担。
※公立義務教育諸学校の教職員（約70.4万人：小学校42.2万人、中学校24.1万人、特別支援学校4.1
万人）の給与費

【参考】義務教育費国庫負担制度

２３年度予算による定数改善の内容

平成23年度義務教育費国庫負担金について（国家戦略担当・財務・文部科学３大臣合意）
（平成22年12月17日）

（参考）



義務標準法施行令の一部を改正する政令の概要

○ 義務標準法改正案について、衆議院で修正がなされ、以下の加配事由が追加。
・小学校において専門的な知識又は技能に係る教科等に関し専門的な指導が行われる場合（法第７条第２項）
・障害のある児童又は生徒に対する特別の指導が行われていることその他障害のある児童又は生徒に対する指導体制の整備を行う場合
（法第１５条第３号）

今回の政令改正は法改正に伴い政令上の加配事由に関する根拠条文の整理を行うもの。

聴覚障害者である児童の教育を主として行う特別支
援学校のための通級指導加配（令５条２項５号）

58,805人合計

872人事務処理の効率化など事務の共同実施対応事務職員

(法15条4号、令５条４項)

279人肥満、偏食など食の指導への対応栄養教諭等

(法15条2号、令５条２項４号)

282人いじめ、保健室登校など心身の健康への対応養護教諭

(法15条2号、令５条２項３号)

5,484人
［特別支援教育コーディ

ネーター ４０１人（内数）］

資質向上のための教員研修、初任者研修、教育指導
の改善研究対応。特別支援教育コーディネーターも
含む。

研修等定数

(法15条5号、令５条５項)

1,448人主幹教諭の配置に伴うマネジメント機能の強化への
対応

主幹教諭の配置

(法15条3号、令５条３項)

6,677人いじめ、不登校や問題行動への対応、地域や学校の
状況に応じた教育指導上特別な配慮が必要な児童
生徒対応

児童生徒支援

(法15条2号、令５条２項２号)

4,340人小学校又は中学校に通学する障害のある児童のた
めの通級指導加配（令５条２項１号）

通級指導対応

(法15条2号)

39,423人少人数指導、習熟度別指導、ティーム・ティーチング
などきめ細かな指導方法改善

指導方法工夫改善

(法7条2項、令２条)

Ｈ23年度予算定数内 容加 配 事 項

法改正の内容

改正イメージ
【現行】 【改正後】
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(法15条４号)

通級指導（小・中・

特別支援学校）や

特別支援コーディ

ネーター（特別支援

学校）に係る加配を

統合

特別支援教育に係

る加配

(法15条３号、令５

条３項)
【新設】

児童生徒支援

(法15条2号)

小学校において教
科専門的な指導を
行う場合を追加

指導方法工夫改善

(法7条2項、令２条)

備考加 配 事 項


	【資料２－２】法案ポンチ絵.pdf
	【資料２－３】政令案概要

